























































































































































































































































































県　名 民　主 自　民 公　明 共　産 社　民 民主＋自民 六政党数 HHI
北‘道 425 261 14987 4568．6 3．56 2805
青　森 39．9 33．8 11．9 5．5 6．1 73．7 3．40 2944?? 497 262 83 58 7．0 75．9 3．02 3308
宮　城 397 290 132 69 77 68．7 3．71 2698
秋　田 33．3 37．4 11．8 6．6 7．7 70．7 3．64 2750
山　形 355 373 111 53 7．4 72．8 3．50 2858
福　島 35．0 36．8 11．9 7．0 5．7 71．8 3．57 2802
茨　城 358 332 176 55 4．6 69．0 3．64 2745
栃　木 384 349 139 49 4．6 733 3．41 2931
馬 33．7 39．4 13．2 5．9 4．9 73．1 3．42 2921
埼　玉 402 272 153 88 5．0 67．4 3．71 2692
千　葉 387 293 157 72 4．8 68．0 3．73 2678
東　京 389 265 14．8 94 5．7 65．4 3．91 2555
神奈川 395 278 143 79 6．5 67．3 3．79 2642
新　潟 408 323 99 66 7．1 73．1 3．45 2900
富　山 310 4239．6 4．6 9．2 73．3 3．39 2948
石　川 341 415 113 52 3．5 75．6 3．28 3052
福　井 33．7 43．9 11．8 4．4 3．2 77．6 3．09 3232
山　梨 34．0 391 13．9 6．0 3．8 73．1 3．41 2928
長　野 410 258 12．4 98 7．6 66．8 3．77 2654
阜 36．5 32．9 14．6 7．1 4．5 69．4 3．71 2698?
39．2 31．9 14．2 6．6 4．2 71．1 3．55 2817
愛　知 44．5 251 14．7 77 4．2 69．6 3．44 2903
三　重 45．2 28．8 15．0 5．4 3．0 74．0 3．19 3136
滋 40．1 31．8 11．8 9．6 3．5 71．9 3．49 2863
京　都 36．1 260 14．1 168 4．1 62．1 4．04 2477
大　阪 35．4 24．5 20．9 12．0 3．6 599 4．09 2447
兵　庫 39．1 24．9 18．2 9．0 4．7 64．0 3．87 2583
奈　良 43．2 27．2 152 7．8 3．8 70．4 3．43 2912
和歌山 32．0 34．0 20．2 8．9 2．6 66．0 3．74 2674
鳥　取 32．3 33．1 20．2 6．6 5．0 65．4 3．82 2616
島　艮 29．6 42．0 15．8 5．9 4．4 71．6 3．40 2944
岡　山 36．2 30．7 20．6 6．1 40 66．9 3．66 2731
広　島 35．6 31．9 18．0 5．8 5．9 67．5 3．73 2677
山　口 35．7 35．5 16．4 6．0 3．6 71．2 3．51 2853
徳 30．8 37．9 14．8 6．8 2．5 68．7 3．76 2657
香　川 31．9 37．7 15．5 5．5 6．5 69．6 3．63 2752
愛　媛 34．4 33．6 17．6 5．9 4．7 68．0 3．73 2679
高　知 30．5 30．6 17．9 12．8 4．8 61．1 4．21 2374
福　岡 34．8 26．6 20．87．5 6．5 61．4 4．08 2450
佐 32．5 39．1 145 4．8 6．2 71．6 3．50 2857
長　崎 35．8 35．2 15．9 4．9 5．7 71．0 3．53 2830
熊 32．3 41．8 15．44．4 3．9 74．1 3．27 3062
大　分 33．7 31．3 15．2 4．6 12．2 65．0 3．97 2516
宮　崎 239 368181 44 14．3 60．7 4．04 2477
鹿児 29．6 42．4 14．1 4．5 6．2 72．0 3．41 2931
沖　縄 34．2 28．5 15．5 8．0 10．4 62．7 4．18 2394
平　均 36．2 33．0 14．9 7．0 5．6 69．2 3．63 2773
標準　差 4．72 5．57 2．97 2．42 2．35 4．30 0．27 210
最　値 49．7 43．9 209 16．8 14．3 77．6 4．21 3308
最小値 23．9 24．5 8．3 4．4 2．5 59．9 3．02 2374





順位 民主 自民 公明 共産 社民 民主＋自民 HHI
1 岩手 福井 大阪 京都 宮崎 福井 岩手
2 三重 鹿児島 福岡 高知 大分 岩手 福井
3 愛知 富山 岡山 大阪 沖縄 石川 三重
4 奈良 島根 和歌山 長野 富山 熊本 熊本
5 北海道 熊本 鳥取 滋賀 宮城 三重 石川
6 長野 石川 兵庫 東京 秋田 青森 富山
7 新潟 群馬 宮崎 兵庫 長野 富山 島根
8 埼玉 山梨 広島 和歌山 山形 栃木 青森
9 滋賀 佐賀 高知 埼玉 新潟 山梨 鹿児島
10 青森 徳島 茨城 北海道 岩手 群馬 栃木
11 宮城 香川 愛媛 沖縄 香川 新潟 山梨
12 神奈川 秋田 山口 神奈川 福岡 山形 群馬
13 静岡 山形 長崎 奈良 神奈川 鹿児島 奈良
14 兵庫 福島 島根 愛知 佐賀 滋賀 愛知
15 東京 宮崎 千葉 福岡 鹿児島 福島 新潟
16 千葉 山口 香川 千葉 青森 島根 滋賀
17 栃木 長崎 沖縄 岐阜 広島 佐賀 山形
18 岐阜 栃木 熊本 福島 福島 山口 佐賀
19 岡山 和歌山 埼玉 宮城 東京 静岡 山口
20 京都 青森 奈良 徳島 長崎 長崎 長崎
21 茨城 愛媛 大分 秋田 埼玉 秋田 静岡
22 長崎 茨城 三重 新潟 鳥取 奈良 北海道23 山口 鳥取 北海道 静岡 群馬 愛知 福島
24 広島 ．岐阜 東京 鳥取 千葉 香川 香川
25 山形 新潟 徳島 岡山 高知 岐阜 秋田
26 大阪 静岡 愛知 山梨 兵庫 茨城 茨城
27 福島 広島 岐阜 山口 愛媛 宮城 岡山
28 福岡 滋賀 佐賀 群馬 茨城 徳島 岐阜
29 愛媛 大分 神奈川 島根 栃木 北海道 宮城
30 沖縄 岡山 静岡 愛媛 北海道 愛媛 埼玉
31 石川 高知 京都 岩手 岐阜 千葉 愛媛
32 山梨 千葉 鹿児島 広島 島根 広島 千葉
33 群馬 宮城 栃木 青森 静岡 埼玉 広島
34 福井 三重 山梨 茨城 愛知 神奈川 和歌山
35 大分 沖縄 宮城 香川 京都 岡山 徳島
36 秋田 神奈川 群馬 三重 岡山 長野 長野
37 佐賀 埼玉 長野 山形 熊本 和歌山 神奈川
38 鳥取 奈良 青森 石川 山梨 鳥取 鳥取
39 熊本 福岡 福島 栃木 奈良 東京 兵庫
40 和歌山 東京 秋田 長崎 大阪 大分 東京
41 香川 岩手 福井 佐賀 山口 兵庫 大分
42 富山 北海道 滋賀 富山 石川 沖縄 京都
43 徳島 京都 石川 大分 滋賀 京都 宮崎
44 高知 長野 山形 鹿児島 福井 福岡 福岡
45 島根 愛知 新潟 福井 三重 高知 大阪
46 鹿児島 兵庫 富山 熊本 和歌山 宮崎 沖縄




































































































































































































































































































































































































B ベータ Adj，R2 F値 N
民主　　　（定数） 61，490 ＊＊ ．251 8，714 ＊＊
65歳以上 一，932 一，571 ＊＊
失業率 一1．413 一，315 ＊＊ 47
自民　　　（定数） 43，070 ＊宰 ．437 36，770＊＊
DID 一，199 一．671 ＊＊ 47
公明　　　（定数〉 32，913 210 13，232＊＊
第三次 一6，427 ．477 ＊＊ 47
共産　　　（定数） 3，415 ＊＊ ．282 19，044＊＊
DID ．070 ．545 ＊＊ 47
民主（西）　（定数） 40．11 零宰 ．564 29，508＊宰
第一次 一．787 一．764 ＊＊ 23
自民（西）（定数） 45，395 ＊串 ．656 42，938＊＊
DID 一，247 一，819 ＊＊ 23
共産（西）（定数） 2，315 ．320 11，135宰＊
DID ．101 ．592 ＊＊ 23
社民（西）（定数） 14，726 ＊＊ ．157 5，107 ?
第二次 ．．328 一．442 ? 23
自民（東）（定数） 一，989 327 12，156＊＊
世帯人数 14，904 ．597 ＊＊ 24
共産（東）（定数） 18，804 ＊＊ ．405 16，666＊＊
世帯人数 ．4．25 ．．657 ＊＊ 24
公明（東）　（定数） 24．28 ＊＊ ．523 26，232＊＊
65歳以上 一，567 一．737 ＊＊ 24
社民（東）（定数） ．691 ．137 4，664
65歳以上 ．246 ，418 ? ＊＊ 24
＊p＜．05　＊＊p〈．01
社民党はここで投入した独立変数からモデル化できなかった。民主党得票率
に関する説明力は，分散の4分の1程度である。非標準化係数の絶対値は，
DID人口比よりも失業率のほうが大きい。しかし，標準化係数から判断す
ると2変数の相対的影響力は65歳以上人口比率の方が大きい。また，2変
数とも係数が負の値を示すことから，これらの比率は低い方が民主党得票率
が高くなっていることを表す。自民党得票率はDID人口比という都市化度
指標である程度説明できることになる。公明，共産両党の説明力はそれぞれ
2割強，3割弱にとどまる。
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　　　　　　　　　　2004年参院比例選の分析
各党得票率モデルは次の通りである。
（1）自民党得票率モデル
　　Y＝43．07－．199X
　（Y＝自民党得票率，X＝DID人口比）
（2）民主党得票モデルは，
　　Y＝61．49－．932X　，　一　1．413X　，
　（Y＝民主得票率，X，＝DID人口比，　X　2＝失業率）
（3）公明党得票率モデル
　　Y＝32。913－6．427X
　（Y＝公明党得票率，X＝平均世帯人数）
（4）共産党得票率モデル
　　Y＝32．415十．070X
　（Y＝共産党得票率，X＝DID人口比）
〈西日本〉
　次に西日本23府県に限定した分析結果では，公明党を除く4政党で規定
要因が抽出された。民主党は第一次産業比率（一），自民党はDID人口比
（一），共産党はDID人口比（＋），そして社民党は第二次産業比率（一）で
ある。民主，自民の2党は説明力が5割を超えており，全国を分析対象とし
た場合よりもモデルの当てはまりが良い。
　〈東日本〉
　東日本24都道県に関する分析結果では，民主党を除く4政党で規定要因
が抽出された。47都道府県の分析では約2割の説明力であった公明党の説
明力が5割を超えており，東日本に限れば社会経済的変数の規定力が強い。
民主党に関しては記述のように小沢一郎（岩手），羽田孜（長野），岡田克也
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（三重）など有力政治家の影響力で高得票率となっている県がいくつか存在
するため，社会経済的変数が効かなくなったと推定される。自民党は平均世
帯人数（＋），共産党は平均世帯人数（一），公明党は65歳以上人口比率
（一），社民党は65歳以上人口比率（＋）となっている。
　これらの結果を政党別に整理すると以下のようになる。
　（1）民主党は47都道府県データからは65歳以上人ロ比（一）と失業率
　　　（一）が規定要因として抽出されたが，東日本と西日本とでは様相が
　　　異なる。東日本では，民主党所属の大物政治家が何人か存在し，社会
　　　経済的変数は民主党得票率をほとんど規定していない。それに対して，
　　　西日本には有力政治家の数が少なく，都市型の得票構造を示す。
　（2）自民党は47都道府県データおよび西日本データからDID人口比（一）
　　　が規定要因とされ，東日本データでは平均世帯人数（＋）が規定変数
　　　とされた。いずれも農村型の得票パタンであることを示唆する。
　（3）公明党は全国データの解析結果では，平均世帯人数（一）が規定変
　　　数とされ，都市型であることが推定されるが，説明力が2割強と低い。
　　　また，西日本では社会経済的変数がほとんど効いていない。それに対
　　　して，東日本では高齢者比率（一）が規定要因となっており，都市型
　　　の得票パタンを示す。
　（4）共産党は全国および西日本ではDID人口比（一）が，そして東日
　　　本では平均世帯人数（一）が規定要因として抽出された。いずれも都
　　　市型の得票パタンを示す。
　（5）社民党は，全国，西日本，東日本のいずれにおいても，社会経済的
　　　変数の規定力が弱い。1996年における社民党分裂の結果，地方組織
　　　の再編の様相などにより得票率の地域差が生じていると考えられる。
　また，表7は，独立変数として西日本ダミー（西日本＝1，東日本＝0）
を加えた分析結果を示す。自民党と共産党に関しては，西日本ダミー変数を
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加えても，表6に示した結果と同一である。他方，民主党と公明党は西日本
ダミー変数が規定要因として抽出されており，調整済みR2値は民主（．316），
公明（。448）となった。
　民主党得票率モデルは，次のようになる。
　　　Y＝49．673－3．677X，一．575×2
　　（Y＝＝民主党得票率，X1＝西日本ダミー，　X，ニ65歳以上人口比）
公明党得票率モデルは，次のとおりである。
　　　Y＝10．802十3．755×1十．046×2
　　（Y＝公明党得票率，Xi＝西日本ダミー，　X、＝DID人口比）
　　　　　表7　各党得票率を従属変数とした重回帰分析結果（2）
（定数）　　　49．673
西日本　　　　一3．677
65歳以上　　一．575
（定数）　　　43．070
DID　　　　　　　－．199
（定数）　　　　10．802
西日本　　　　3．755
DID　　　　　　　．046
（定数）　　　　3．415
DID　　　　　　．070
P＜．01
??? ?
???
????
このように西日本ダミーを独立変数に加えると，民主（一），公明（＋）の
2党で規定要因として抽出される。
　さきに表5に示したように，参院比例区での社民党は市議会の社民党議席
率との間にはある程度の正の相関がある。また，っまり，これらの結果から
推定されることは，社民党の県別得票率に関しては，地域レベルでの政界再
編の動向によって，社民党から民主党に移ったか社民党に残ったかという事
実が有権者の意識レベルにおいても重要な要因となっている可能性がある。
また，47都道府県の65歳以上比率，第一次産業比率，第二次産業比率，第
　（99）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　99
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三次産業比率，完全失業率，DID人口比，平均世帯人員の7変数に加えて
市議会における社民党議席率を独立変数に投入した重回帰分析結果を表8に
示す。社会経済的変数だけでは規定要因は抽出されなかったが，市議会の社
民党議席率を加えると説明力が4割を超える。この結果からも，社民党得票
率の規定要因としては，社会経済的変数よりも政治的変数が重要であること
を推定させる。なお，市議議席率と参院得票率との間の相関係数が極あて高
い値を示した共産党にっいても，同様の重回帰分析を行ったところ，調整済
みR2は．865となり，説明力がかなり高くなる，そして規定要因として抽出
された変数は市議共産党議席率のみとなった。
　最後に，全国の分析でDID人口比が規定要因とされた自民党と共産党に
っいて，1998年と2001年データに関して同様の回帰分析を行い，さらに
2004年結果と比較することによってこれら3回の選挙でのDID人口比の規
定力の推移の検討をこころみた。なお，民主党は2003年の民由合併前と後
を単純比較するには問題がある。DID人口比データはいずれも2000年デー
タを使用する。
　まず，自民党に関する回帰方程式は以下の通りである。
　自民党（Y＝自民得票率，X；DID人口比）
　1998年Y＝39．548－．212X（Adj．　R　2．462）
　2001年Y＝50．321－．182X（Adj．　R　2．343）
　2004年Y＝43．070－．199X（Adj．　Rz．437）
表8 社民党得票率とした重回帰分析
B ベ一タ　　　Adj．　R　2F値 N
（定数）
s議社民議席率
ｸ業率
1，440
D622
D512
　　　　　　　．449
D650　＊＊
D229　＊
19，725＊＊
47
＊p＜．05　＊＊p＜．01
何れの年も非標準化係数は1％水準で有意であり，3回とも負の値を示す。
100 （100）
2004年参院比例選の分析
っまり，自民党は何れの選挙でも農村型の得票構造であった。
　自民党は1998年選挙と2004年選挙では敗北し，2001年選挙では小泉ブー
ムで大勝した。それぞれの回帰方程式をみると，自民党が敗れた選挙よりも
大勝した2001年で非標準化係数と説明力が低い。つまり，2001年選挙にお
ける”小泉・真紀子バブル”は，農村部よりも都市部でより大きかったと解釈
できる，1998年の得票率を100とした場合，2001年で増加幅が比較的大き
かったのは主として大都市部であった。っまり，2001年の説明力の低下は，
自民党得票構造が98年よりも都市型の得票パターンに移行したことを表
す⑯。
　次に，共産党の回帰方程式を示す。
　共産党（Y＝共産得票率，X＝DID人口比）
　1998年Y＝6．411＋．128X（Adj．　R　2．412）
　2001年Y＝3．051＋．076X（Adj．　R　2．294）
　2004年Y＝3．415＋．070X（Adj．　R　2．282）
　何れの年も非標準化係数は1％水準で有意であり，3回とも正の値を示す。
つまり，何れの選挙でも共産党は都市型の得票構造であった。
　先に，表1で検討したように，共産党は1998年選挙で大きく票を伸ばし，
全国の得票数を800万票台に乗せ，得票率約15％を獲得した。しかし，2001
年と2004年は98年に比して得票数・率とも大きく減らした。共産党得票率
に対するDID人口比の説明力は，1998年には4割を超えていたのが2001
年以降は3割を切っている。また非標準化係数をみると，1998年にはDID
人口比が10ポイント上昇すると得票率が1．28ポイント上昇する関係にあっ
たのが，2001年と2004年にはそれぞれ0．76ポイント，O．70ポイントに低
下している。っまり2001年からの共産党の得票率の低下は都市部で特に顕
著であったことを示す。換言すれば，1998年の共産党票のバブルは主とし
て都市部で発生していたのである。
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5．むすび
　われわれは，地域における政党の強さに言及するとき，県を単位として述
べることが多々ある。「○○県は保守王国だ」とか「○○県は民主党が強い」
というように。そこで，本論文では，主として都道府県による政党得票率の
違いに焦点を当てた。統計解析を行ううえで，47というケース数では限界
があることを承知の上で。
　社会経済的変数と政党得票率との相関分析および回帰分析を行ったところ，
自民党以外の政党は説明力が低いことが判明した。これは，47というケー
ス数の少なさにも一部起因するが，社会経済的変数の説明力の限界も示す。
特に，民主党の場合，強い県には地元大物政治家の影響力が推定され，その
結果，社会経済的変数の説明力が低水準にあると推定される。っまり，地域
によってではあるが，有権者のアイデンティファイの対象が政党や社会集団
ではなく，地元大物政治家（例えば岩手県民にとっての小沢一郎）であるケー
スが考えられる。
　アメリカにおける長期にわたる民主党と共和党の二大政党制や，イギリス
での長期にわたる保守党と労働党との二大政党制の持続要因を考えるとき，
これら両国の国民の持続的な政党帰属意識を除外することはできない。した
がって，政党に対する帰属意識が希薄な日本では，たとえ自民党と民主党に
よる二大政党制時代が到来したとしても，英米のように長期にわたってこの
システムが持続するというのは困難であろう（17）。むしろ，有力な政治家を
キーパーソンとした政界再編が頻繁に生じる可能性すらある。
　　　　　　　　　　　　　　　　《注》
　（1）2004年参院選の分析として，森（2004），2001年参院選における群馬県のア
　　グリゲート・データの分析として，増田（2004）がある。
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（2）
（3）
（4）
（5）
（6）
　　測では，
　　レは1主として選挙区での予測議席数の誤りによるものであった。
（7）堀江湛は，投票率が上がると有利な政党を”サーフィン型政党”，投票率が下
　　がると有利な政党を’T杭型政党”と名付けた（堀江　1986）。
（8）Miller　and　Shanks（1996）：120．
（9）　飯尾潤は，「日本の政党の多くは，程度の違いはあっても，政党としての自
　　律性が低く，政党中心の政治活動は，その基盤からして難しい」と述べる（飯
　　尾2007：135）。また，参院比例区における80年代と2000年代の県別の自民党
　　得票率の変化にっいては，（井田　2008：179）。
（10）　イ’ギリス人の投票行動研究に関する論稿として，井田（1987）がある。
（11）例えば，林寛一は拙著の書評において，「（英米と）似て非なるものを崇ある
　　ことで，結果，しっぺ返しを食らうことがあるかもしれない。」として，日本
　　の二大政党論にっいて，懐疑的な見方を述べる（林2008：164）。
（12）　井田（2007）　：138－40。
（13）　Reed（2005）．
（14）　社会経済的データは（財）矢野恒太郎記念会（2003）より。
（15）　市議党派別議席率は2003年統一地方選後時点のデータである。データ出所
　　は（財）地方自治総合研究所（2004）。
（16）2001年参院選での東京都民の投票行動分析として，井田（2002）がある。
（17）例えば，飯尾潤は「日本においてはまだまだ党派に属することへの拒否感が
　　強い。党派性への拒否感が強いと，有効な政党間競争が阻害される。」と述べ，
　　さらに党派性を排除した日本の政治教育に対して批判的に論じている（飯尾
　　2007：208－9）o
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